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１．はじめに
山岳トンネルを発破掘削する際に発生する発破振動に
より，トンネル上部斜面の浮石・転石または斜面に対す
る安定性を確実に保つための発破振動の管理基準はない。
本事例は，岩盤崩壊により通行不能となった区間を早期
に機能回復するために，通行不能区間を仮設橋梁で迂回
したうえで，恒久的な道路機能を確保するためにトンネ
ルルートの建設を行う必要があった。しかし，機能回復
した現道沿いには多くの不安定斜面が存在していたため，
トンネル掘削中の現道の安全確保が重要な課題となった。
そこで，類似の施工事例及び研究成果をもとに発破振動
の管理基準値を設定し，かつ，発破前後で現道への落石
等がないかどうかを確認し，トンネル掘削中の全発破に
対して設定した管理基準値が発破振動に対して浮石・転
石及び斜面の安定性を保つことを確認した。本報告は，
今後の類似事例の参考となると考え，本トンネルの発破
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図－２ 特定急崖斜面（２３箇所）と既往斜面対策工の分布図（出展：一般国道３０５号岩石崩落災害調査報告書）
図－１ 位置図
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振動の管理手法とその結果について取りまとめたもので
ある。
２．現地概要
１９８９年７月１６日，一般国道３０５号の福井県越前町玉川
地係で大規模な岩石崩壊が発生し，国道３０５号を走行中
のマイクロバスに乗車していた１５名全員が犠牲となった。
この岩石崩壊箇所を含む，斜面崩壊の恐れのある急崖斜
面区間約１kmを迂回するとともに道路線形を改良する
ために，図－１に位置を示す玉川トンネルが建設された。
表－１ ２３箇所の状況と対策工一覧表
（出典：一般国道 ３０５号岩石崩落災害調査報告書）
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図－２に示すように，上記の急崖斜面区間約１kmには
不安定な岩盤斜面が２３箇所存在し，最大崩壊重量は８６KN
になることが事前調査で判明した。この２３箇所の不安定
斜面を「特定急崖斜面」と称する。特定急崖斜面につい
て，既設の斜面対策工が不十分な箇所には，トンネル工
事開始までにモルタル吹付けなどの応急対策工を実施し
た。表－１に特定急崖斜面の想定崩壊規模（目視で推定）
と応急対策工を示す。玉川トンネル施工中にも，上記の
急崖斜面区間の１km区間の通行を行う必要があり，ト
ンネル発破振動により特定急崖斜面とその他の斜面の安
定性が損なわれることによる国道通行の安全性が懸念さ
れた。このため，福井県は「一般国道３０５号玉川トンネ
ル発破振動検討委員会」１）を設置して，発破振動に対す
図－３ 標準断面図
図－４ 地質縦断図
図－５ 岩種ごとの室内試験結果
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る規制値を設定し，発破振動と特定急崖斜面を含む不安
定斜面の挙動に関する綿密な振動計測管理を行ってトン
ネル掘削を行うこととした。
３．工事概要
３．１ 新設トンネル概要
トンネル延長：９５２m
道路区分：第３種第２級（２車線）
設計速度：４０km／h
標準断面図を図－３に示す。
３．２ 地形・地質概要
玉川トンネルが位置する越前海岸沿いは日本海の荒波
をまともに受け，海蝕による岩壁，奇岩，岩礁が連続し
ている。海岸直近には高さ１００m程度の急崖斜面が続き，
海岸と急崖斜面の僅かな平地沿いを一般国道３０５号が通
過している。トンネル地質縦断図を図－４に示す。
地質は，新第三紀中新世の火山砕屑岩（凝灰角礫岩，
凝灰質礫岩，凝灰岩が主）から構成されている。各地質
は岩相の変化が激しく，地層の連続性も不良な箇所があ
る。地層の走向・傾斜は斜面に対してN４５°E１０°～２５°N
の受け盤構造である。岩種ごとの室内試験結果を図－５
に示す。岩石の一軸圧縮強度は高いもので６０MPaであ
る。
広い範囲で分布する凝灰岩は安山岩の礫（礫径は５cm
から１m程度まで不均等である）を含む塊状で，全般に
やや緑色を帯びている。このうち礫分が密集している部
分を凝灰質礫岩としている。凝灰質礫岩の基質は凝灰質
砂岩であり，固結度は比較的良好であるが，基質の分布
の連続性は不良である。凝灰質砂岩は粗粒～細礫質で淘
汰が良く，葉理が発達しており，固結度は良い。
凝灰岩は，凝灰角礫岩・凝灰質砂岩の中に厚さ１～５
m程度で２～３層狭在しており，比較的良い連続性で分
布するため鍵層となっている。この層は不規則な亀裂が
発達して角礫状に割れる傾向があり，他の地層よりも差
別浸食を受けやすく，落石の発生源となりやすい。この
他に流紋岩質凝灰岩，凝灰質頁岩が部分的にある。
３．３ 掘削方式
掘削方式は， トンネル掘削中に一軸圧縮強度が６０
MPaを超える凝灰質砂岩に遭遇する可能性が高いこと，
災害復旧事業として施工しているため工期に制約が
あったことから，多様な地質に対応でき，確実に掘削工
表－２ 振動被害に関する過去の類似事例と研究成果
図－６ 振動と被害の関係（山口他の研究）１）
表－３ 発破振動速度の予測結果
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程を確保できる発破掘削を基本とした。本工事は，その
１（起点側からの掘削工事），その２（終点側からの掘
削工事）の２つの工区に分けて施工した。
４．発破振動管理の計画
４．１ 振動速度規制値の設定
発破振動管理の尺度として振動速度と振動レベルがあ
る。前者は，古くから用いられてきた方法であり，振動
速度と構造物などに生じる損傷の程度に高い相関２）があ
ることから有用とされている。後者は公害振動に対する
人体感覚の補正を考慮して定められている。今回の管理
対象は発破振動による岩盤や岩塊の崩落であるから，振
動速度で管理を行った。
斜面の安定性に影響する発破振動速度について明確な
指標は与えられていないので，表－２に示す過去の類似
事例と従来の研究成果に基づいて規制値を決定する。こ
のうち，図－６に示す山口他２）はコンクリート構造物に
被害を与える発破振動速度の限界値として，軽微な被害
を除いた場合について５kine（cm／s）を提案している
が，軽微な被害を含めると２kineとなる。本工事では，
表－２中で最も厳しい数値である２kineを，対象区間の
特定急崖斜面以外の一般斜面における振動速度規制値と
した。
特定急崖斜面について，後述の方法で発破振動速度を
予測した結果を表－３に示すが，予測の最大値が１．２kine
であることと，特定急崖斜面はそれ以外の一般斜面より
も安定性が低いことから，特定急崖斜面における振動速
度の規制値を一般斜面の半分の１kineとした。
図－７ 加速度計の配置図
表－４ 計測器とシステムの仕様
図－８ 加速度計の設置方法
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４．２ その他の計測
特定急崖斜面NO２０（１９８９年７月１６日の岩石崩落被災
地の直上）でオーバーハングした岩塊をワイヤーロープ
で固定して，玉川トンネル完成までの応急対策とした。
このワイヤーロープを岩盤に固定するターンバックルに
ひずみゲージを取り付けて，岩塊の挙動を監視した。ま
た，想定される崩壊規模が最大となる特定急崖斜面NO
７で，伸縮計を設置して，この斜面全体の挙動を監視した。
これらのひずみゲージや伸縮計については定量的な規
制値を設定せず，計測値の変化を監視することとした。
４．３ 計測管理方法
発破振動速度を予測した結果，上記の規制値を超える
起点側坑口から５４m区間，終点側坑口から７５m区間を機
械掘削とした．
発破振動を計測にするために，図－７に示す５箇所の
位置に加速度計を配置した。計測器の選定にあたっては，
発生する振動の周波数領域，大きさが不明であるので確
実に振動波を計測できる加速度計を採用した。加速度計
は図－８に示すように，国道沿いの斜面の岩盤上にコン
クリートで平坦面をつくり，東西方向（トンネル横断方
向），南北方向（トンネル縦断方向），鉛直方向の振動計
測のために各箇所３台の加速度計を設置した。計測器と
システムの仕様を表－４に示す。
発破ごとに計測される振動加速度を振動速度に変換し，
最大振動速度が管理値を超えないこと，ひずみゲージ（特
定急崖斜面NO２０）や伸縮計（NO７）が異常な数値を
示さないかを確認しながら発破掘削を行った。また，図
－９に示す管理体制に従って，発破の１５分前に国道を通
行止めにし，現道が無人であることを確認してから発破
を行い，発破後の１５分間で国道上に落石がないことを確
認した後で交通開放した。
５．発破振動管理の結果
５．１ 試験発破
対象地区の地形・地質特性を踏まえて発破振動速度の
予測精度を高めるため，トンネル起点側と終点側で試験
発破を実施した。試験発破による振動計測データを増や
すため，図－７に示す起点側，終点側に２箇所ずつ加速
度計を追加して配置した。
試験発破の設計は，地山等級Cに対応し，かつ，振
動速度規制値を超えないようにするために，初回は掘進
長１m，心抜きはWカット（図－１１参照）とし，MS雷
管を使用して発破段数を１８段とした。発破ごとに，後述
する式におけるK値を算出して次回の発破の振動速度
を予測し，規制値を超えないことを確認しながら，地山
等級に応じた掘進長，心抜きをVカット（図－１２参照），
雷管もDS雷管に移行し，段数も減らして通常発破に移
図－１０ 全発破の最大振動速度
図－９ 管理体制
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行した。
５．２ 振動計測結果
トンネル掘削中の全発破の最大振動速度を整理して図
－１０に示す。上半掘削では０．５kine以下が大半である。
下半掘削ではトンネル深部で０．５kine以下であるが，坑
口部では上半掘削よりも大きな振動速度となっている。
これは， 下半掘削は上半掘削に比べて掘削断面積が小
さく，配孔数が少ないが，掘進長は上半掘削の２倍とな
るため１孔あたりの薬量が多くなること，坑口部は土
被りが薄く距離減衰効果が小さいことから振動速度が上
半掘削より大きくなったと考えられる。
表－５に試験発破時の最大振動速度，最大振動加速度
とそれが発生した段数と使用薬量を示す。表－５の使用
薬量は，計測した振動速度が最大となった段数の装薬量
であり，南北方向はトンネル縦断方向にほぼ一致してい
る（これは表－７，８でも同じである）。心抜きをWカット
にした場合，図－１１に示すように振動波形が平準化する
ため，心抜き（第１段目の発破）では最大振動速度は発
生しない。心抜きをVカットにすると，図－１２に示すよ
うに心抜きで卓越した振動速度を示す。振動速度を低減
する方法の１つとして，心抜きをWカットにすることが
効果的である。
５．３ 振動速度予測式におけるK値の設定
規制値を超えない発破設計を行うために，振動速度の
予測式（式－１）を設定して発破振動管理を行った。
V＝K×Wm×D－n ……………………………………
ここで，V：予測振動速度（kine），K：定数（４００～
６００），W：段当たり薬量（kg），D：爆心からの距離（m），
m，n：定数（m＝２／３～３／４，n＝１．５～２．０）である。本
工事では，薬量が数kg～数十kg，距離も数十m～１００m
で変化の範囲が小さいため，試験発破で得られた少ない
計測結果から定数K，m，nの全部を逆算すると，m，n
が一般的な値からかけ離れる場合がある。ここではm＝
３／４，n＝２５）に固定して，K値のみにより地形・地質や
発破の特性を表現することとした。
振動速度の計測結果からK値を逆算してヒストグラフ
にした結果を図－１３に示す。K値のバラツキは大きく，
単純平均したK値で振動速度を予測すると，かなりの確
率で規制値を超える可能性がある。また，K値のバラツ
キをほぼ包括する平均値＋３×標準偏差（９９．５％）を採
図－１１ Wカットにした場合の振動波形
表－５ 試験発破時の最大振動速度，加速度
図－１２ Vカットにした場合の振動波形
図－１３ 逆算したK値の分布
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用すると，振動速度の予測値が大きくなりすぎて非効率
な発破となる恐れがある。そこで，次の方法を採用した。
「規制値」は振動速度が超えてはならない値とする。規
制値を超えないための管理の目標値を「管理値」として
設定し，安全率を２として規制値の５０％とする。K値は
図－１３の平均値を採用し，求まる予測振動速度が管理値
を超えないように発破計画を立てることで，規制値を超
えない発破振動管理を行う。採用したK値を表－６に示す。
５．４ 計測管理結果
前述のように，全部の発破の直後に実施した安全パト
ロールで，国道上に落石は一度も発見されなかった。
ひずみゲージで計測管理を行った特定急崖斜面NO２０
は最大で０．２８kineの発破振動を受けたと推定されるが，
ひずみの変動は２００μ～３００μでほとんど変動はなかった。
計測全期間中のひずみは５０μ～１００μ増加しているが，
ワイヤーロープが外気温で伸縮した結果と推定される。
伸縮計で計測管理を行った特定急崖斜面NO７は最大
で０．２kineの発破振動を受けたと推定されるが，計測結
果は計測期間中０mm～３mmでほとんど変動していない。
６．発破振動管理の評価
今後の類似の発破振動管理を行う際の参考として，今
回の発破振動管理の全体的な評価を試みる。
６．１ 振動管理の方向
振動速度の計測管理を行った結果を東西方向（トンネ
ル横断方向），南北方向（トンネル縦断方向），鉛直方向
でまとめて表－７，８に示す。土被りの浅い区間で実施し
た試験発破では，最大振動速度を示す方向は必ずしも一
定でないが，土被りが大きくなるにつれて最大振動速度
は上下方向が卓越してくる。この結果から，発破振動管
理のための振動計の計測方向は，土被りが浅い場合は３
方向で行う必要があるが，土被りが大きい場合は上下方向
のみの計測に簡略化することも許容されると考えられる。
６．２ 規制値と管理値による管理
地盤特性により発破振動速度が大きく変動することか
ら，前述のように規制値を確実に守るための管理値（規
制値の１／２）を設定し，管理値を目標値として各切羽の
発破設計を行なった。本工事は２つの工区に分けて施工
表－６ 採用したK値
表－７ 最大振動速度，加速度（その１工区）
表－８ 最大振動速度，加速度（その２工区）
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を行ったが，ここでは２工区のデータのみ取り上げて，
このような発破振動管理を検証する。
２工区の振動管理におけるK値（心抜き：５７０），払い
（心抜き以外の発破）：１３０）を用いた予測値と計測値の
比較検討を行う。図－７に示す計測点Aと計測点Cにお
ける上下方向振動速度の予測値と計測値の比較を図―１４
に示す。図－７からわかるように計測点Aは切羽との距
離が小さく，大きな注意払われた地点である。計測点C
は切羽との距離が大きく，大きな注意を必要としなかっ
た区間である。
図－１４（a）に示す計測点Aでは，初期には計測値が予
測値よりも大きくなり，切羽との距離が１９０m付近で両
者が同程度の値を取っている。また，計測値は管理値以
下であったことから振動管理は全体的に成功したと言え
る。図－１４（b）に示す計測点Cでは，計測値が予測値に
対して大きく変動しているが，K値の平均値を採用した
ことによる。この結果は，発破振動が大きくばらつくこ
とを考えて，規制値と管理値を設けて管理した正しさを
示している。
計測点Aにおける予測値と計測値を心抜き発破と払い
発破に分けて示した結果を図－１５に示す。心抜きでは，
計測値が予測値を概ね下回っている。払いでは９２．５m～
１２０mまで計測値が予測値より大きいが，その後は逆に
なっている。この結果は，初期には心抜きの発破振動を
できるだけ抑え，以降は徐々に心抜きを大きくして発破
の効率化を図ったことによる。
７．結論
本報告で述べた発破振動管理を行なった結果，落石や
斜面崩壊はなく，全発破で規制値を超える振動速度が計
測されることなく無事にトンネルを貫通できた。本トン
ネルの発破振動管理を通じて得られた結果は以下のとお
りである。
１）落石，斜面崩壊に対する発破振動管理では振動速度
での管理が妥当である。落石，斜面に対する発破振
動速度の規制値を２kineと設定したこと，特に不安
定な斜面について応急対策を実施した上で，規制値
１kineとしたことは概ね適切であった。
２）発破振動速度はバラツキが大きいため，管理値を規
制値の１／２とするなど，そのバラツキを考慮した発
破設計を行う必要がある。また，予測においては計
測結果から逆算した予測振動速度式のK値の平均値
を採用する等が考えられる。
３）振動管理のための振動計の計測方向は，土被りが浅
い場合は３方向で行う必要があるが，土被りが大き
い場合には上下方向のみに簡素化することも許容さ
れると考えられる。
４）心抜き発破をWカットにすると，各段の振幅が平準
化されて振動速度を低減できる。
５）上述の発破振動管理に加えて，発破前に道路を通行
止めにし，現道が無人であることを確認した後で発
破を行い，発破後に道路上に落石等がないことを確
認した後で通行を開放する交通管理が重要である。
６）近年では，IC雷管を使用して発破段数をより一層
増やすことや，切羽周辺に孔を掘って自由面を増や
図－１４ 上下方向の振動速度の予測値と計測値の比較
図－１５ 振動速度値の予測値と計測値の比較（計測点A）
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して発破振動の軽減を図るなどの技術が開発されて
いる。本工事でも，発破振動を軽減するために，心
抜き発破にMS雷管を使用し，発破段数を増やして
段当たりの薬量を減らす工夫を行った。
８．あとがき
トンネル周辺に浮石・転石が多い不安定斜面がある場
合に，斜面の安定性を保持するための明確な発破振動基
準は示されていない。本報告は，種々のタイプの崩壊の
可能性がある多数の岩盤斜面の近傍を通過するトンネル
について発破振動の規制値を設定し，全発破に対して振
動計測管理を行った事例を報告した。
参考文献
１）福井県土木部（１９９２）：一般国道３０５号玉川トンネル発破振動
検討委員会報告書
２）山口梅太郎（１９７９）：爆破による振動とその測定 石灰岩 NO
１７６号PP１２－２０
３）下村弥太郎（１９７９）：露天掘における斜面安定 石灰岩 NO
１７８号pp２８－３８）
４），５）日本火薬工業会（２００２） あんな発破 こんな発破 発
破事例集 PP３－PP６
（原稿受付２０１０年４月１３日，原稿受理２０１１年５月１４日）
甘利哲夫，中川浩二，大西有三，他２名：山岳トンネル発破掘削における岩盤斜面の振動計測管理
J. of the Jpn. Landslide Soc., Vol.48, No.5 252 (2011)１０
